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【要望事項＜税制関係＞】 
 

１ 真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正 

 

 

要 望 ① 

 

 

 

 

〔現状と課題〕 

現状における国・地方間の「税の配分」は６：４である一方、地方交付税、国庫支出金等

も含めた「税の実質配分」は３：７となっており、依然として大きな乖離がある。 

 

〔要 望 内 容〕 

地方自治体が事務及び事業を自主的かつ自立的に執行できる真の分権型社会を実現するた

め、消費税、所得税、法人税等、複数の基幹税からの税源移譲を行い、国・地方間の「税の

配分」をまずは５：５とし、さらに、国と地方の役割分担を抜本的に見直した上で、その新

たな役割分担に応じた「税の配分」となるよう、具体的な工程を明示し、地方税の配分割合

を高めていくべきである。  

 

 

要 望 ② 

 

 

 

 

〔現状と課題〕 

地方自治体間の財政力格差の是正を目的に導入された地方法人税は、単に、法人住民税の

一部を国税化し、地方交付税として地方に再配分する制度にすぎず、受益と負担の関係に反

し、真の分権型社会の実現の趣旨にも反する不適切な制度である。 

 

〔要 望 内 容〕 

地方自治体間の財政力格差の是正は、法人住民税などの地方税収を減ずることなく、国税

からの税源移譲や地方交付税の法定率引上げ等、地方税財源拡充の中で地方交付税なども含

め一体的に行うべきである。 

 

 

  

税源移譲により、国・地方間の「税の配分」をまずは５：５とし、さらに、国と地方の役割分担を

抜本的に見直した上で、その新たな役割分担に応じた「税の配分」となるよう地方税の配分割合

を高めていくこと。 

地方自治体間の財政力格差の是正は、法人住民税などの地方税収を減ずることなく、国税か

らの税源移譲等、地方税財源拡充の中で地方交付税なども含め一体的に行うこと。 
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税の配分 税の実質配分 

 
 

 

 

 

総額 １１7 兆３，687 億円 

地 方 税     ４2 兆 9，３９７億円 

７ 

３ 

 

地 方 

７9 兆 9，６８2 億円 

 

地方交付税           １9兆8，0８8億円 

地方譲与税              ２兆6，001 億円 

国庫支出金             １５兆1,718 億円 

国直轄事業負担金          △５，５22億円 

３7 兆 4，005 億円 

国 税 

 国  

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

： 

４ 

６ 

税の配分 役割分担 

国と地方の新たな役割分担 

に応じた「税の配分」 

《 現 状 》  

国 ６ ： 地 方 ４  

地方税 

４2 兆 9，397 億円 

注 国の当初予算額、地方財政計画額による数値である。 

７４兆 4,290 億円 

： 

36.6％ 

63.4％ 

68.1％ 

31.9％ 

【国・地方における税の配分状況（令和５年度）】 

【真の分権型社会の実現】 

国 

地方 

国 税 

 

 

地方税 

税源移譲 

国 

地方 

 

国 税 

 

 

地方税 

《 ま ず は 》  

 国 ５  ：  地 方 ５   

《 さ ら に 》  

税の配分 税の実質配分 

さらなる

税源移譲 

地方法人税の拡大及び特別法人事業税

の創設の影響により、地方と国との税の

配分格差が拡大した。 

 

税源 

移譲 
複数の基幹税の配分割合

の大幅な引上げなど 

５ 

： 

５ 
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【要望事項＜税制関係＞】 
 

２ 大都市特有の財政需要に対応した都市税源の拡充強化 

 

 

要 望 ① 

 

 

 

 

 

〔現状と課題〕 

指定都市は、圏域の中枢都市としての役割や、人口の集中・産業集積に伴う都市的課題か

ら生ずる大都市特有の財政需要を抱えているが、都市税源である消費・流通課税及び法人所

得課税の配分割合が極めて低くなっている。 

 

〔要 望 内 容〕 

指定都市においては、消費流通活動が活発に行われていること及び法人が産業経済の集積

に伴う社会資本整備などの行政サービスを享受していることを踏まえ、消費・流通課税及び

法人所得課税の配分割合を拡充すべきである。 

特に、地方消費税は、税源の偏在性が小さく税収が安定した地方の重要な財源であり、ま

た、社会保障財源化分以外の地方消費税については､都市における消費流通活動に伴って必要

となる都市インフラの整備等の財政需要を賄うにふさわしい都市税源であるため、より一層

の充実を図る必要がある。 

また、法人住民税についても、法人が市町村から産業経済の集積に伴う社会資本整備など

の行政サービスを享受していることによる、地域の構成員としての応益負担であり、市町村

の基幹税目として重要な役割を果たしていることから、その配分割合の拡充を図る必要があ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大都市特有の財政需要に対応するため、都市税源である消費・流通課税及び法人所得課税の

配分割合を拡充すること。 

特に、地方消費税と法人住民税の配分割合を拡充すること。 

0 2 4 6 8 10

人口1万人当たりホームレス人数

（人）

生活保護率（‰）

人口100人当たり犯罪認知件数（件）

大気中窒素酸化物濃度（ppm）

12時間平均交通量（台）

【都市的課題（全国平均との比較）】

全国（指定都市、特別区を除く） 指定都市

0.010

0.015 1.55倍

1.37倍

2.71倍

1.59倍

8.81倍

5,539 
14,988 

0.41 
0.56 

15.37 

24.41 

0.07 
0.65 

指定都市は、都市的インフラの整

備、環境・安全安心、福祉等の都

市的課題を多く抱えている 

注１ 各種統計より作成 
注２ 「生活保護保護率」の全国数値は特別区を含む 

（指定都市÷全国） 
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道府県税

２２．６％

道府県税

4.0％

（令和 5 年４月１日時点） 
（令和 5 年４月１日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 0.5 1 1.5 2

人口1人当たり民生費（千円）

人口1人当たり土木費（千円）

【都市的財政需要（全国平均との比較）】

全国（指定都市、特別区を除く） 指定都市

1.43倍

1.18倍

48.1

68.6

191.9

225.9

注 令和 3 年度市町村別決算状況調 
（指定都市÷全国） 

注１ 国の当初予算額、地方財政計画額による数値である。 

２ 東日本大震災による減免などの金額は含まない。 

３ 地方消費税交付金など、譲与税・交付金の配分後においても、 

市町村の配分割合は 12.4％に過ぎない。 

  ４ 国税のうち消費税の 19.5％及び酒税の 50％については 

地方交付税原資とされている。 

国税 

７４．4％ 

市町村税 

３．0％ 

注１ 実効税率は、法人事業税及び特別法人事業税が損金算入されること 

を調整した後の税率である。 

２ 資本金が１億円を超える法人を対象とした場合である。 

３ 国税のうち法人税の 33.1％及び地方法人税の全額については 

地方交付税原資とされ、特別法人事業税については 

都道府県へ譲与されている。 

４ 道府県税のうち法人事業税の 7.7％が市町村に交付されている。 

国税 

91.5％ 

市町村税 

4.5％ 

【消費・流通課税の配分割合】 【法人所得課税の配分割合（実効税率）】 

0 10 20 30

事業系ごみ搬入量

年間商品販売額

事業所数

従業者数

人口

【活発な消費流通活動及び法人の事業活動】
（指定都市の全国シェア）

22.2%

23.7%

23.1%

30.6%

25.6%

指定都市は全国の人口の

約２割が集中しており､年

間商品販売額も全国の約

３割を占めるなど､消費流

通活動及び法人の事業活

動が活発 
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【要望事項＜税制関係＞】  

 

３ 事務配分の特例に対応した大都市特例税制の創設 

 

 

要 望 ① 

 

 

 

〔現状と課題〕 

指定都市は、事務配分の特例により道府県から移譲されている事務・権限（以下「大都市

特例事務」という。）を担っているが、必要な財源については、税制上の措置が不十分である。 

また、指定都市の市民は、大都市特例事務に係る行政サービスを指定都市から受けている

にもかかわらず、その経費を道府県税として負担しており、応益原則に反し受益と負担の関

係にねじれが発生している。 

 

〔要 望 内 容〕 

指定都市の大都市特例事務に係る経費のうち、税制上の措置不足額については、個人・法

人道府県民税及び地方消費税の複数税目からの税源移譲による税源配分の見直しを行い、大

都市特例税制を創設すべきである。 

なお、真の分権型社会を実現していく中で、新たに道府県から指定都市へ移譲される事務・

権限に必要な財源についても、指定都市への税制上の措置を講ずるべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道府県から指定都市への移譲事務について、所要額が税制上措置されるよう、税源移譲によ

り大都市特例税制を創設すること。 

指定都市の市民は 

・ 大都市特例事務に係る行政サービスは「指定都市から受益」 

・ その経費は「道府県税として負担」 

大都市特例事務に係る経費は 

道府県から指定都市への税源移譲による 

税源配分の見直し（大都市特例税制の創設）により措置 

（個人・法人道府県民税及び地方消費税の複数税目からの税源移譲） 

大都市特例税制の創設によりねじれを是正 

【受益と負担の関係のねじれ】 
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約２，７００億円 

 

 

税制上の措置不足額 

（令和５年度予算による概算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

約４，２００億円 

約１，５００億円 

 

税制上の措置済額 

注 県費負担教職員の給与負担に係る経費を含まない。 

道府県に代わって負担している 

大都市特例事務に係る経費 

（特例経費一般財源等所要額） 

【大都市特例事務に係る税制上の措置不足額】 

【大都市特例事務】 

＜地方自治法に基づくもの＞ 

・児童福祉 ・民生委員 ・身体障害者福祉 ・生活保護 ・行旅病人及び死亡人 ・社会福祉事業  

・知的障害者福祉 ・母子･父子家庭及び寡婦福祉 ・老人福祉 ・母子保健 ・介護保険  

・障害者自立支援 ・生活困窮者自立支援 ・食品衛生 ・医療 ・精神保健及び精神障害者福祉  

・結核予防 ・難病対策 ・土地区画整理事業 ・屋外広告物規制 

＜個別法に基づくもの＞ 

・土木出張所 ・衛生研究所 ・定時制高校人件費 ・国・道府県道の管理 等 
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【要望事項＜税制関係＞】  

 

４ 個人住民税の一層の充実 

 

 

要 望 ① 

 

 

 

 

〔現状と課題〕 

個人住民税は、地域社会の費用を広く分担する税である。 

指定都市の市税収入のうち４１．５％を占める基幹税目となっており、基礎的行政サービ

スの提供を安定的に支えていく上で極めて重要な税源である。 

平成１９年度に所得税から個人住民税への３兆円規模の税源移譲が実現したものの、依然

として市町村の配分割合は低い状況で推移している。 

 

〔要 望 内 容〕 

個人住民税は、市町村の基幹税目であり、税収が安定していることを考慮し、国・地方間

の税源配分を是正する中で、より一層の充実を図る必要がある。 

 

 

  

市町村の基幹税目であり、税収の安定した個人住民税について、国・地方間の税源配分を是

正する中で、より一層の充実を図ること。 
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（平成１８年度～令和 5 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

66.2

57.5 54.9
59.5 60.5 59.7 61.0 61.9 60.6 59.8

63.1 62.1 62.3

10.3

17.0
18.5

16.6 16.2 16.5 16.0 14.1 14.3 14.6
13.4 13.8 13.8

23.5 25.5 26.6 23.9 23.3 23.8 23.0 24.0 25.1 25.6 23.5 24.1 23.9

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成

18年度

平成

19年度

平成

20年度

平成

26年度

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和

5年度

国税 道府県税 市町村税

注１ 平成 18 年度から令和３年度までは決算額、令和４年度及び令和５年度は国の当初予算額、地方財政計画額による数値である。 

２ 東日本大震災による減免などの金額は含まない。 

３ 平成 30 年度以降は、県費負担教職員制度の見直しに伴う道府県から指定都市への税源移譲を含む。 

市町村の配分割合は、税源移譲（平成１９年度実施）後においても、

依然として低い状況で推移している。 

固定資産税

35.9％

個人市民税 

41.5％ 

その他 

7.1％ 

（令和３年度） 

【個人所得課税の配分割合の推移】 

【指定都市の市税収入に占める個人市民税の割合】 

注 決算額による数値である。 

法人市民税 

8.2％ 

都市計画税 

7.3％ 
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【要望事項＜税制関係＞】 

（平成２６年度～令和 5 年度） 

 

 

５ 固定資産税等の安定的確保 

 

 

要 望 ① 

 

 

 

〔現状と課題〕 

固定資産税は、指定都市において市税収入の約４割を占めており、税源の偏在性が小さく、

住民税と同様に基礎的行政サービスの提供を安定的に支える上で極めて重要な基幹税目であ

る。 

 

〔要 望 内 容〕 

固定資産税は、国の経済対策等に固定資産税を用いず、今後も公平かつ簡素な税制を目指

すとともに、その安定的な確保を図る必要がある。 

また、令和３・４年度税制改正において講じられた負担調整措置の特例のように、課税標

準額の上昇幅を抑制する等の措置は行うべきではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

固定資産税は、国の経済対策等に用いず、安定的な確保を図ること。 

7,690 7,743 7,764 7,771 7,982 8,114 8,133 8,239 8,397 8,728 

9,110 9,066 9,299 9,524 9,508 9,785 9,980 9,819 10,273 
10,567 

2,782 2,826 2,860 2,913 2,945 
3,020 3,019 3,006 

3,053 
3,112 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成

26年度

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和

5年度

土地 家屋 償却資産

【指定都市における固定資産税収の推移】 

億円 

注１ 平成 26 年度から令和３年度までは決算額、令和４年度及び令和５年度は各市の当初予算額による数値である。 
２ 評価替え年度は、平成 27、30、令和３年度である。 
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要 望 ② 

 

 

 

〔現状と課題〕 

償却資産に対する固定資産税は、償却資産の所有者が事業活動を行うに当たり、市町村か

ら行政サービスを享受していることに対する応益負担であり、市町村全体で約１．８兆円に

上る貴重な安定財源となっている。 

 

〔要 望 内 容〕 

償却資産に対する固定資産税の廃止・縮減を行うことは、市町村財政の根幹を揺るがすも

のであり、産業振興、地域活性化に取り組む市町村の自主財源の安定性を損なうことにもな

ることから、本制度は堅持すべきである。 

 

 

 

 

 

償却資産に対する固定資産税の制度を堅持すること。 

固定資産税

35.9％

都市計画税 

7.3％ 

個人市民税 

41.5％ 

法人市民税 

8.2％ 

（令和３年度） 

注 決算額による数値である。 

その他 

7.1％ 

【指定都市の市税収入に占める固定資産税の割合】 
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要 望 ③ 

 

 

 

 

〔現状と課題〕 

 固定資産税に係る商業地等の据置特例については、課税の公平性の観点から、地域や土地に

よりばらつきのある負担水準（評価額に対する前年度課税標準額の割合）を６０％から７０％

の据置ゾーンに収斂させることを重視した措置が講じられている。 

その結果、地価が上昇している場合には負担水準６０％に、地価が下落している場合には負

担水準７０％に収斂され、評価額と税額の高低が逆転する現象が生じるなど、据置ゾーン内に

おいて税負担の不公平な状態を固定化しているとともに納税者にとって分かりにくい制度とな

っている。 

 

〔要 望 内 容〕 

土地の負担調整措置については、安定的な財源を確保しつつ、負担水準の均衡化及び負担

調整措置の簡素化を図るため、住宅用地と同様に商業地等の据置特例を早期に廃止し、負担

水準を７０％に収斂させる必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地に係る固定資産税の負担調整措置については、現行の商業地等の据置特例を早期に廃

止し、負担水準を７０％に収斂させる制度とすること。 

当該年度の評価額×70％に引下げ 異なる水準に

収斂 

0% 

100% 

60% 

20% 

70% 

100% 

70% 

 

0% 

当該年度の評価額×70％に引下げ 

負担水準 負担水準 

当該年度の評価額×20％に引上げ 

20% 

前年度課税標準額 

＋ 

評価額×５％ 

※60％を上回る場合は 60％ 

 

廃止 

前年度課税標準額 

＋ 

評価額×５％ 

※70％を上回る場合は 70％ 

均
衡
化
・
簡
素
化 

当該年度の評価額×20％に引上げ 

【負担調整措置の仕組み（商業地等）】 

前年度課税標準額に据置 

異なる水準に

収斂 
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要 望 ④ 

 

 

 

〔現状と課題〕 

地方税の税負担軽減措置及び国税の租税特別措置については、これまでも見直しが行われ

てきたが、なお見直しが不十分な状況にある。 

 

〔要 望 内 容〕 

税負担の公平性の観点から適当でないものについては見直しを進めるとともに、国の施策

により地方税に影響を及ぼすものについては、地方自治体の自主性・自立性を阻害し、市町

村にとって減収の一因となることから、一層の整理合理化を進める必要がある。 

  特に、固定資産税の、現行の非課税、課税標準の特例、減額措置等については、住宅ストッ

クの充足や空き家の増加といった現状を踏まえて新築住宅に係る固定資産税の減額措置を見直

すなど、社会経済情勢の変化も踏まえつつ、税負担の公平性、固定資産税の安定的確保や地方

自治体の自主性・自立性の確保を図る観点から、政策効果等を十分検証し、指定都市を含めた

地方自治体の意見を十分に反映させた上で廃止・縮減も含めた抜本的な見直しを行う必要があ

る。 

 

地方税の税負担軽減措置及び国税の租税特別措置の一層の整理合理化を進めること。 
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